
【別紙保育所等併設施設用様式】

認可保育所 認証保育所
地域型保育事業 企業主導型保育事業

家庭的保育事業 事業所内保育施設
小規模保育事業 ベビーホテル
事業所内保育事業
居宅訪問型保育事業

認定こども園 一時預かり事業
認可外保育施設に対する指導監督要綱に基づく開設等の届出をしないもの

✓

✓

児童福祉法上の保育施設には該当しない。

②直営・委託の別

直営
委託（受託事業者名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○保育所等を併設する施設詳細（※該当する場合は記載）

施設面

運営面

①児童福祉法又は認定こども園法上の分類　（該当する箇所にチェックをつけてください）

児童福祉法上の届出対象外施設（セミナーや相談利用時のみ短時間預かる等の場合）

□ 保育施設
　　・オフィススペース　計　　　㎡
　　・保育スペース等　計
 □ 託児付き施設
　　・オフィススペース　計　　　㎡
　　・託児スペース等   計　　　㎡
 ☑ 見守りサービス付き施設
　　・オフィススペース　計　200　㎡
　　・見守りスペース等   計　　15　㎡

　・図面上（申請に必要な書類NO.６）で色分けした線で囲うなどして明示してください。

認可保育所等 認可外保育施設等

その他の認可外保育施設



【別紙保育所等併設施設用様式】

○保育所等を併設する施設詳細（※該当する場合は記載）

運営面

⑤サービスの運営方針・特色等
　①から④に記載しきれない事項についてもあわせて記載してください。

本施設は、「働く場」にとどまらず、「地域の交流の場」としてのコンセプトがある。子育て世代も安心して仕
事に集中しつつ、地域とのつながりを持てるよう、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○。その他のサービスとして、○○、○○、○○がある。

※必要に応じ、適宜、行を広げて記載してください（複数頁でも可）。
※⑤については、保育サービスの観点から、運営方針や特色があれば記載してください。
(事業計画書には、施設全体の運営方針や特色を記載してください。)
※上記内容を記載した既存資料、ホームページ等がある場合は添付してください（申請に必要な書類NO.11）。

③提供するサービス

以下、a～ｇすべての項目について記載してください。
a.サービス内容、b.サービス提供時間、c.利用料金、d.定員及び託児の年齢制限等、e.託児サービ
ス従事者数（保育士の有無を含む）、f.託児１人当たり面積、g.損害賠償保険の加入の有無

a.乳幼児連れの利用者に対し、施設内で事前予約制の見守りサービスを提供する。
b.平日９時～１８時土日祝１０時～１７時
c.１時間/1,500円
d.定員２名(0歳～3歳)
e.託児サービス従事者数：保育士最大2名
f.託児１人当たり面積：7㎡
g.損害賠償保険の加入の有無：有

④サービスの利用者に関する条件
　（例：「施設利用者は全員利用可能」「地域の希望者も受け入れ」等）

施設利用者は全員利用可能とする。ただし、一時預かりとは異なり、保護者が目に届く範囲にいる前提の
見守りサービスのため、施設利用時のみに限る。また、資格を持つスタッフの配置をする必要があるた
め、原則希望日３日前までの事前予約制とする。


